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論文内容の要旨
はじめ一問題の所在と研究課題
雇用状況がはかばかしい改善をみないドイツでは2005年 1 月、所得保障以上に就労を重視した最低生
活保障制度 crハルツNJ) が導入された。具体的には、従来の失業扶助とわが国の生活保護制度に当た
る社会扶助を統合して、新たな給付= r失業手当 rrJ を創設し、これを「求職者基礎保障給付」
(Grundsicherung f? Arbeitsuchende) として社会法典第 2 編に組み込み、同時に社会法典第12編を社
会扶助として再編したのである。
わが国でも生活保護が最低生活を保障するための所得の保障を行うだけではなく、就労可能な要扶助
者に対する自立支援にも組織的に取り組むという視点から、 2005年度より「自立支援プログラム」の導
入を推進することとされ、「生活保護受給者等就労支援事業」に積極的に取り組む方針が示された。こ
の「生活保護受給者等就労支援事業」は、ハローワークや福祉事務所の職員などにより構成される就労
支援メニュー選定チームが生活保護受給者に対し、個別の面接を行い、本人の希望・能力等を考慮しつ
つ、適正な就労支援メニューを選定するとともに、これに基づき支援を実施するというものである。そ
のため、生活保護における自立支援を進める場合、就労可能な要扶助者の最低生活保障と自立支援をど
のように組み合わせて実施するのか、その体制をどう確保するのかが重要な課題となっている。
本研究においては、そうした改革の評価については短く触れるだけに留め、ドイツ社会保障の基底的
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制度である最低生活保障制度の仕組みと運用に力点をおいて考察することにした。具体的には国内外の
先行研究や自らの研究成果を踏まえつつ、制度改革の背景を考察し、新しい最低生活保障制度の構造を
分析検討することとする。なぜならば、日独公的扶助制度の比較研究をするにも、またそうした検討作
業の出発点としても、ドイツの新しい最低生活保障制度の構造を具体的かっ正確に理解し、その運用の
実際を確認する必要があるからである。
就労支援と最低生活保障制度との関連、雇用保障行政と最低生活保障制度との関連、あるいは最低生
活保障制度のあり方や就労支援のあり方などについて、ドイツの最低生活保障制度改革が多くの示唆と
教訓をもたらしてくれる。制度改革、とりわけ最低生活保障制度の改革にあたっては、労働することの
価値と意欲を高める改革の考え方と方向性を示すことが必要で、あるが、本研究はそのための一助になる
と思う。
本論文は、 3 部構成になっており、まず第 l 部では「労働市場改革と最低生活保障制度」と題し、第
l 章「ドイツ労働市場の低迷とハルツ委員会」、第 2 章「最低生活保障制度の再編成J、第 3 章「最低生
活保障制度の仕組み」を取り上げた。多くの紙面を割いている第 2 部では最低生活保障制度の主柱であ
る「求職者基礎保障制度」を取り上げ、請求権保有者、労働能力の活用と就労受入可能性、諸給付、所
得および資産の算入、奨励・制裁、請求権等ならびに実施者を考察した。第 3 部では就労能力のない要
扶助者を対象とする最低生活保障制度のもう 1 つの柱である「社会扶助制度」を取り上げ、基本原則、
給付の種類と方法、実施者について論述した。だが、ハルツ N改革が導入されて数年が経過したいま、
さまざまな問題点が指摘されるようになった。そこで「おわりに」では本論文の直接的目標ではないが、
改革の若干の評価と課題に触れ、併せてわが国への示唆などについてまとめることとしたい。これらの
内容の本論文は、いかにも静態的な制度論に傾いているが、わが国では例をみないドイツ公的扶助制度
論になり得ると思う。
第 1 部 労働市場改革と最低生活保障制度
最低生活保障制度は、いかなる拠出も要せずに基本的ニーズを租税でカバーする最終のセイフティー
ネットである。しかし、ドイツの最低生活保障制度は、単なる「受け皿」としてのセイフティーネット
ではなく、労働と生活を分離せずに、より快適な生活の基礎は労働にあるという認識から構築されたシ
ステムといってよい。その基本的考えはまさにワークフェアである。だが、脱工業化・サービス経済化
あるいはグローバル化が進展している今日、その前提は必ずしも現実的とはいえない。そうだとすれば、
雇用の機会を享受できるかどうかにかかわりなく、平等に最低限所得をすべての市民に国家が支給する
という仕組みも、財政的に成り立つのであれば、一定の合理性がある。こうしたベーシックインカムの
実施には、一見すると膨大な費用がかかるように思える。たが、「各種の社会保障制度がベーシックイ
ンカムに統合されることやそれ自体が従来の社会保障制度に比べて単純な仕組みJ であるため、その運
営にあまり費用がかからないと考えることができるので、「必要な費用はそれほど膨大なものにはなら
ないという見方ができる J10 しかし、現実的には、少なくとも近い将来において、ベーシックインカム
の仕組みが全面的に導入されるとは考えにくいが、この制度による就労へのインセンテイブが失われる
のを防止し、この構想、の趣旨を活かしながら導入されたのが、今回のドイツ新最低生活保障制度である
といえよう。
いずれにせよ、実際は稼働能力のある失業者が社会扶助を受給するなど、両給付の対象者を明確に区
別することができず、制度と予算の重複化を招いていた。また、失業扶助が連邦の費用で賄われるのと
は異なり、社会扶助は地方自治体の郡 (Kreis) または郡に属さない市の管轄となっているため、社会
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扶助支出は自治体にとって大きな負担になっていた。「ハルツ NJ はこうした課題を解消することを狙
いとするが、ここに創設された失業手当 E の給付水準は社会扶助と同程度になるので、これは事実上の
失業扶助と社会扶助の統合化である。この統合は、失業保険による通常の失業給付(失業手当 1 )の受
給を終了した長期失業者や稼働能力のある社会扶助受給者を労働市場に呼び戻し、失業の減少と就労率
のアップを目指して行われるものである20
しかし、「ハルツ NJ が「痛み」を伴う改革だけに厳しい批判と多くの論争をまき起こした3。今回の
改革による「失業手当 IIJ への移行は、人によってはこれまで受給していた失業扶助よりも受給額が低
下することがあり、またそれを受け取るためには厳しくなった資産査定をクリアしなければならなくな
る。こうした背景により、 2004年 8 月以降は、失業者の多い旧東ドイツ地域を中心に、毎週月曜日に抗
議デモが開催されていたが、さしたる混乱もなく同法は予定どおり 2005年 1 月 1 日から施行された40
これによりドイツの最低生活保障制度は、社会法典第 2 編の求職者基礎保障制度と第12編の社会扶助制
度から構成されることになった。
第 2 部求職者基礎保障制度
長期失業者やワーキング・プアおよびその家族などに対応するのが求職者基礎保障制度である。その
請求権については社会法典第 2 編第 2 章にその基準が定められている。受給資格者の範囲は社会法典第
2 編第 7 条によれば、①15歳以上65歳未満で、②就労可能な、③扶助を必要とする、④通常の居所がド
イツ国内にある者などが社会法典第 2 編による給付を受けることになる。
加えて、就労可能な要扶助者と同一の要扶助世帯に生活する就労不可能な要扶助者にも給付が支給さ
れる。しかし、これらの人々は失業手当 E ではなく、特定の条件の下で社会手当と呼ばれる金銭給付を
受ける (SGB 第 2 編第28条参照)。反対に、社会法典第 2 編による現物給付およびサービス給付は、そ
の給付により要扶助世帯の構成員の扶助必要性が解消または減少されるか、就労可能な要扶助者の労働
適応に際し、障害が除去または減少される場合に限り、支給される (SGB 第 2 編第 7 条)。
公的扶助としてのドイツの求職者基礎保障給付は、わが国の生活保護給付と同様、要扶助者の労働能
力の活用を優先している。しかし、ここでいう労働能力の活用は、要扶助者の自立を助長するという法
目的の実現の重要な手段であって、後述の収入と資産の活用と同一に捉えるべきではない。「労働その
ものは、ーどのような方法でその機会が提供されるにせよ一人格の発達の機会を与える手段であり…、
自立生活を送るという人間の尊厳に値する生活の重要な基準であるりとし、ドイツでは労働能力の活
用と収入と資産の活用とは区別し取り扱うという姿勢をとっている。
ところで、労働能力の活用という場合、どのような場合に就労が可能で、就労することを要求できる
かが明確で、なければ具体性を欠くことになる。この点、わが国の生活保護法とは異なり、ドイツ社会法
典第 2 編では、就労可能で扶助を必要としている者が労働能力の活用を求められる要件として「就労受
入可能性J (Zumutbarkeit) という概念を用いているにすなわち、社会法典第 2 編では、労働能力活用
義務を定めてはいるものの、求職者基礎保障給付を制限する要件としては、就労可能で扶助を必要とし
ている者が「無理でない仕事」に就くことや「労働適応措置j を拒否した場合であるとし、同法第10条
に「就労受入可能性」について規定している。
社会法典第 2 編第10条は、こうした規定を基本にしたものであるが、これは従前の規定よりも厳しく
なっており、扶助申請者は社会的負担を軽減する義務がある故、基本的にはどのような仕事でも就労要
求が可能であるとする立場に立たされている。社会法典第 2 編第10条によると、ある仕事が要扶助者の
以前の教育や仕事にふさわしくない、あるいは低く評価されているという理由だけでは、その仕事に就
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労しなくてもよいということにはならない。以前の仕事に比べて職場への通勤距離が遠い、または労働
条件が悪いなどを理由に就労を拒むことができないこと、すなわちすべての仕事が就労受入可能で、ある
ことを明らかにしている。ただし、①身体的、知的あるいは精神的な負担過重、②特殊な身体的負担、
③児童養育を妨げる恐れ、④家族の介護、⑤その他の重大な理由などの場合は就労要求ができない70
第 3 部社会扶助制度
就労不能な要扶助者に対応するのが社会扶助制度であるが、これはドイツ社会保障制度の基底的制度
として重要な位置を占めている。ドイツ社会保障は、保険原理、援護原理及び扶助原理に分けて、それ
ぞれの体系の特徴が述べられるのが一般的であるが、その中でも社会扶助は扶助原理に基づく代表的な
制度として、自己の所得及び資産によって生計を維持できない者あるいは生活困窮をもたらす特別な事
情がある者に対して、民法上の扶養義務や他の社会保障給付を補足し、すべての者に対して、緊急避難
的に人間の尊厳に値する最低限度の生活を保障する最後のよりどころとして重要な位置づけが与えられ
ている。
ドイツの社会扶助法は、わが国と同様、その運用や解釈についての指針となる基本原則が定められて
いる。その原則は両国ともに共通性がみられるが、基本的な点での重要な相違もみられる。その最大な
ものは、制度の運用と責任主体である。わが国の生活保護が国の業務とされ、保護費の 4 分の 3 が国庫
負担とされているのに対し、ドイツの社会扶助は市と郡という地方自治体の任務とされ、これに州が加
わって実施し、連邦政府は大枠を定めるだけで、費用についても負担しない。このほか、保護の開始が
わが国では申請主義であるのに対し、ドイツでは職権開始とされていることも異なる点である。そうし
たことを念頭に、第 3 部では社会扶助の構造について検討したが、ここではドイツ社会扶助法の基本原
則について簡単に述べておくことにする。
社会扶助制度の原則としては、(1)人間の尊厳にふさわしい生活を送ること、 (2) 自助のための扶助、
(3) 後順位性(①自己能力の活用、②所得と資産の活用、③第三者扶助と資産の活用)、 (4) 個別性の
原則、 (5) 法律上の扶助請求権、 (6) 需要充足原則がある。このうち、ドイツ特有の需要充足原則の意
味するところは、該当者の現在直面している困難な状況において、具体的で個人的な需要を社会扶助が
カバーしなければならない、ということである。ここから若干の結論、すなわち①請求権の譲渡不可能
性、②担保差押の禁止、③職権保護(わが国は申請保護)、④過去に遡る扶助の不可性、⑤困難な境遇
が終了した際の給付停止、⑥困難な境遇の原因の非重要性などが導き出される。しかし、就労受入可能
な仕事に従事するのを拒否する者は、生活扶助の削減を甘受しなければならない。故意にまたは重大な
過失のために起こした反社会的行動により、社会扶助実施の要件を自らあるいは近い親類の者に招来さ
せた者は、社会扶助実施者より社会扶助の返還を要求されることがあるに
おわりに
ドイツで展開されている抜本的な労働市場改革がわが国の今後の政策に示唆するものは少なくない。
何よりも、労働市場政策は総合性と体系性を必要とするものであり、かなりの財政出動をも不可欠の前
提とするという実態は、スポット的な対応の繰り返しによっては労働市場改革を進めることができな
かったわが国にとって大いに参考になろう。さらに、具体的な内容については、特に以下の点がポイン
トとなるように思われる。
第一に、ドイツの公共職業安定機関が、雇用エージ、エンシーとして生まれ変わり、自治体との協働の
もとに失業手当 E の受給者に対する就労促進機能を積極的に果たしている点は、わが国の公共職業安定
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所の機能強化を考える上で見逃せない。もちろんわが国でも、ハローワークの役割はたびたび見直され、
自治体の雇用所轄部門との連携もないわけではないが、今後格差社会の是正が本格的に問題となること
を踏まえると、特に若年者の就労支援やニート対策、さらには最低賃金法改正による生活保護と賃金政
策とを意識した対応については、ハローワークの機能の拡大にとどまらず、部分的には地域の自治体や
労働基準監督署との一体化も視野に入れた抜本的な見直しが必要になる可能性が否定できない。ドイツ
の経験は、そのための貴重な参考事例になるはずである。
第二に、 ドイツにおける若年者、高齢者、低技能者に対する具体的施策は、常に社会保障との連携を
ベースとしている。特に社会保険料負担を公的資金でサポートして就労意欲を高めることや、職業訓練
の多彩なバリエーションを用意して職業能力の向上と資格のステップアップを促すことなどは、わが国
における雇用保険の有効な支出を検討するに当たって見逃せない。既に、わが国では雇用三事業の見直
しが行われた。新しい雇用保険の活用方法は、フリーターや職業能力に欠ける若年者、そしてリストラ
される中高年労働者などによる低賃金労働市場を固定化させないということを一つの主要な目的とすべ
きであろう。ドイツの経験はそのための基本的参考事例となりうるのである。
第三に、政府の経済財政諮問会議では労働問題について専門委員会を設け、格差社会固定化を阻止す
ることなどを目的として議論が進んでいるが9、そこでの基本理念の一つが「就労促進型福祉への転換」
であり、これはまさにドイツにおける低賃金労働市場対策の理念と共通した発想であろう。そしてドイ
ツでは、これについてハルツ改革施行当初のミニ・ジョブ制度が功を奏しなかったことを踏まえて、コ
ンビ賃金政策重視への転換が模索されていることは既にみたとおりである。わが国でも、就労による所
得の底上げを図り、格差固定社会を阻止するために、賃金と公的サポートとの組み合わせによる労働者
の支援は積極的に検討するに値する政策である。ドイツのこれに関する状況の推移は、今後も十分に注
視し続ける必要があろう。
いずれにせよ、ドイツにおいては稼働能力のある者とない者を制度上分離し、ワークフェアの考えと
ベーシックインカムの趣旨を活かした抜本的な制度再編が行われたのであるが、わが国においての改正
は部分に留まり、しかも福祉事務所の実施体制が弱体化するなかで、 2005年度より「生活保護受給者等
就労支援事業」に積極的に取り組む方針が示されている。こうした就労支援の方策のあり方については、
時間をかけてその妥当性、有効性が確認されなければならないが、その解答はドイツの制度再編の背景
の一つに示されているように思う 10。要保護者に対する就労支援については、稼働能力の有無を明確に
区分することなく、暖昧のうちに実施するとなれば、その効果は限定されたものとなり、非効率でもあ
ろう。
わが国では生活保護法という単一の制度が性格の異なる対象を丸抱えし、制度運営のなかで就労可能
な要保護者を事実上排除しているが、ドイツでは既述のように就労可能な要保護者と就労不能な要保護
者に二区分し、いずれにも同額の最低生活保障を行っている。
わが国がドイツのハルツ改革に学ぶとすれば、稼働能力の無い、または就労できない状況にある要保
護者には生活保護給付を保障し、稼働能力のある要保護者ついては、その給付を求職者基礎保障給付と
位置づけ、生活保護水準の給付内容と同一の失業給付と就労支援給付を同時に保障できるようにするた
めの法構造を含め抜本的改革を断行することであろう。しかし、わが国がドイツのような抜本的改革を
行うに必要な社会的基礎条件を欠き、改革の機が熟せず、また現行の生活保護法の枠内における改革し
かできないとすれば、長期失業者やワーキング・プアなどの稼働能力のある要保護者に対しては、現行
の生活保護法の枠内に、たとえば「求職者・低所得者扶助」を新設し、同時に実施する就労支援につい
ては、福祉事務所内で行うのではなく、ハローワークを通じて全域的に展開できるような仕組みの創設
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が必要である。そして国・自治体に対する雇用創出の義務化やドイツにみるような途切れのない保障を
行うことを原則とすべきである。他方では、皆年金・皆保険の実を上げるため、年金、医療、介護等の
保険料の負担を国が引き受け、失業者が経済的な負担をすることなく社会保険に編入される道を模索す
る必要がある。
ドイツの最低生活保障制度は単なる受皿としてではなく、雇用・労働と生活を分離せずに構築された
システムであるが、わが国においては、背リ度運営における選別性・限定性が強化されて、事実上ワーキ
ング・プアが排除されており、セイフティーネットとしての受け皿そのものが十分に機能しているとは
言い難い110 しかも、無原則に、さしたる理由も示されないまま、なし崩し的に生存権保障の原則がな
かったかのような扱いを受けている。社会保障の権利が人間の尊厳・平等を基盤として成り立っている
権利である以上、社会保障を必要とするにもかかわらず、その網から漏れる人があってよい理由はない。
近年、「小さな政府」論が強調され、セイフティーネットともいえる生活保護制度もそうした方向に
そった見直しが行われようとしているが、「小さな政府」論を脱し、すべてを個人で賄わなければなら
ない社会から最低生活需要が国の責任で適切に満たされる社会を創造する必要がある 120 Iいま、国家・
市場・福祉の連環は大きな裂け目をのぞかせている 13J が、こうした社会的亀裂を補整し、新たな社会
的連帯を形成するにはセイフティーネットによらずしては不可能で、ある。今日、金融危機による世界同
時不況が深刻化し、非正規労働者、派遣労働者の解雇が容赦なく行われ、ホームレス・貧困層を大量に
排出させているが、これらに対応するためにも最低生活保障制度・セイフティーネットの構築が急務で
ある。
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論文審査結果の要旨
本論文は、 2005年 1 月にドイツで導入された最低生活保障制度 (1ハルツ NJ) の仕組みと運用を国内
外の先行研究や自らの研究成果を踏まえつつ、制度改革の背景を考察しながら明らかにしようとするも
のである。
本論文は 3 部構成からなり、第 1 部ではドイツ労働市場の低迷のなかで、ハルツ委員会の占める位置を
考究することを通して、労働市場改革と最低生活保障制度の再編成の文脈が明らかにされる。そして新
たに登場した最低生活保障制度が失業扶助と社会扶助の統合化をめざすものであることが指摘される。
こうして論文全体を貫くテーマが開示されるとともに、第 2 部以降への導入が試みられることになる。
第 2 部では、最低生活保障制度の主軸である求職者基礎保障制度に焦点を据えて、その構造的特質が
解明される。まず受給資格者の要件が請求権保有者、労働能力の活用と就労受入可能性等をめぐって、
また諸給付の仕組みが労働適応のための給付と生活費保障給付の二つのカテゴリーに即して明らかにさ
れる。次に所得および資産の算入方式が所得の査定と評価、所得参入時期、資産の活用等をめぐって説
明され、さらに奨励システムと制裁および請求権、管轄・実施者、協力義務と法的救済が制度の根幹に
かかわるものとして述べられる。そして求職者基礎保障制度と社会保障の関係が総括的に論じられる。
第 3 部では、最低生活保障制度のいま一つの柱である、就労能力のない要扶助者を対象とする社会扶
助制度が取り上げられる。ここではそれを基本原則、給付の種類と方法、実施者に即して検討し、畢寛、
ドイツ社会保障制度の基底をなすものとして把握される。同時に、こうした社会扶助制度が「人間の尊
厳にふさわしい生活を送ること」を基本原則としながらも厳しい制約を伴うことが言及される。
最後に、述べられてきた最低生活保障制度がワークフェアの考えとベーシックインカムの趣旨を活か
した画期的な制度再編としてあることが指摘され、日本への援用可能性が強く示唆される。
本論文は、制度発足以降その動向が注目されていた最低生活保障制度全般について体系的に論じたも
のである。こうした制度の仕組みと運用の実際を詳細に論じたものは、先行研究では存在しない。
また、本論文によって示された知見が、生活保護における就労可能な要扶助者にたいする「自立支援
プログラム」においてさまざまな課題に直面しているわが国の現状にたいして創建的な役割を果たすこ
とが期待される。
よって、本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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